
最賃あげろ

今月のキーワード今月のキーワード
「共謀罪」

　共謀罪とは組織犯罪処罰法改定案のことで、現代の治安維持法とも言われています。2000年代に入り３回にわたり国会に提出さ
れましたが、実際の犯罪行為がなくても、相談や計画しただけで処罰される危険な内容に、〝内心を取り締まるのか〟と国民の強
い反対が広がり、３度とも廃案に追い込まれました。安倍自公政権が「テロ対策」のためと法案提出を狙っていますが、日本はす
でにテロ防止のための13の国際条約を締結し、57の重大犯罪について、未遂より前の段階で処罰できる国内法があります。政府が
持ち出す国際条約も「テロ対策」が目的ではなく、日本弁護士会や100人を超す刑法研究者が法案に反対声明を出しています。

今月のキーワード今月のキーワード

最低賃金審議会

　最低賃金審議会とは、厚生労働大臣または都道府県労働局長の諮問に応じて最低賃金に関する重要事柄を調査・審議する組織で
す。最低賃金法に基づいて、厚生労働省に中央最低賃金審議会、各都道府県労働局に地方最低賃金審議会が設置されています。中
央最低賃金審議会が毎年提示する最低賃金改定額の目安を参考に、各地方最低賃金審議会が審議・答申し、都道府県労働局長が最
低賃金を決定します。審議会の委員は２年に１度改選されますが、1989年以降、労働組合からの委員に連合推薦以外の委員が選ば
れず、大阪労連の意見が審議会に十分反映されてきませんでした。大阪労連は審議委員への任命を求め候補者を擁立しています。
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憲
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　２月18日、午後１時30分から高石市内で「こども
と高石の希望ある未来へ!!　真の『子育てのまち』
をつくる　２・18市民のつどい」が開かれ、子ども
づれのお母さん、保育・教育関係者、地域の子育て
ネット関係者、市民などが参加しました。

　開会でのあいさつで、「子育てのまち高石をつく
る会」代表の阪口眞由美さんは「幼稚園のお母さん
は公立幼稚園廃園反対・３歳児保育実現の運動でよ
くがんばってくれた。今後も３歳児保育が一刻も早
く実現できるようがんばっていきたい。高石市は昨
年12月アプラ３階に子育てウェルカムステーション
『HUGOOD（ハグッド）』をオープンさせたが、年
間6000万円ちかくのお金を民間業者に支払おうとし
ている。そのお金を公立幼稚園での３歳児保育や地
域の子育て事業になぜかけられないのか」と市の子

育て施策の転換を強くもとめました。
　提案された「こんな『子育てのまち』高石をつく
ろう（素案）」では、４つのポイント①乳幼児の発
達や教育・保育内容の充実　②保護者支援の充実　
③地域支援の充実　④公立としての役割発揮を中心
の具体的な政策案をもとに、松田亜季さん（高陽幼
稚園ＰＴＡ会長）、宮崎恵利さん（高石市子育て支
援ネット「いろえんぴつ」代表）などから発言が続
きました。その中でも、市の子育て施策の問題点と
課題があらためて浮き彫りとなりました。
　市が進める「子育て」施策に代わる地域の現場・
ニーズにねざした「子育てプラン」を市民のネット
ワークの力でつくっていくことを参加者全員で確認
して、つどいを終了しました。

高石市の子育て施策の転換高石市の子育て施策の転換
もとめ市民のつどいを開催もとめ市民のつどいを開催


